


































































ⅱ 当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項 

 「監査役室」所属の使用人は監査役の指揮を受け、その異動および評価については常勤の監査役の同意

を得ております。 

ⅲ 当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役および執行役員ならびにその指揮下にある使用人を介さ

ず、当社の監査役から直接指示を受け、また当社の監査役に直接報告を行っております。 

ⅳ 当社の監査役への報告に関する体制 

ａ．当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制 

 当社の取締役、執行役員および使用人は、監査役に対して、業務執行に係る文書その他の重要な文書を

回付するとともに、法定事項のほか、事業等のリスクその他の重要事項の発生を認識する都度、速やかに

その内容を報告しております。また、監査役が職務の必要上報告および調査を要請した場合には、積極的

にこれに協力しております。 

 さらに、業務執行取締役および執行役員は、常勤の監査役と定期的に面談し、業務に関する報告等を行

っております。 

 このほか、当社の内部監査部門は、内部監査の結果を定期的に監査役に報告しております。また、「ヘ

ルプライン」において、法令、社会規範および社内諸規程に反する通報や相談を受け付けた場合に、その

内容を速やかに当社の監査役に報告します。 

ｂ．子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をす 

るための体制 

 子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の監査役から求めがあった場合に事業に関する報告およ

び調査を行い、積極的にこれに協力するほか、内部統制上重要な事項が生じた場合には「関係会社管理規

程」に基づき報告しております。また、当社の取締役、執行役員および使用人は、子会社から報告を受け

た事項について、必要に応じ当社の監査役に報告しております。 

ⅴ 当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

 「内部通報制度規則」において、当社の監査役に報告をしたことにより不利益な扱いをしてはならない

ことを明確に定めるなど、必要な措置をとっております。 

ⅵ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社の監査役から、その職務の執行について、費用の前払い、支出した費用および利息の償還、負担し

た債務の債権者に対する弁済等が請求された場合は、監査役の職務の執行に不要なものであることが明白

なときを除き、速やかにその請求に応じています。 

ⅶ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社の常勤の監査役は、「グループ経営会議」等の当社の重要な会議に出席し、意見を述べることがで

き、監査役会は、必要に応じて取締役、執行役員、使用人および会計監査人その他の関係者の出席を求め

ることができます。 

 

※会社の機関・内部統制の関係図 
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（ハ）責任限定契約の内容の概要 

 当社は、独立社外取締役である西野目信雄氏および髙橋洋氏ならびに独立社外監査役である河崎雄亮氏と会社

法第427条第１項および定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額であります。 

③ 内部監査及び監査役監査 

内部監査を行う専任部署として監査部（14名）を設置し、業務の適法性および効率性の観点から内部監査を実

施・報告し業務改善を図っております。 

監査部は、年間の監査計画に基づき、子会社の支店等の業務活動全般および各部の策定する年度計画、個別戦

略等の進捗状況に関して手続の妥当性や業務実施の有効性などについて内部監査を実施し、業務改善に向けた具

体的な助言、指導を行っております。監査結果については、常勤の取締役および監査役が出席する「グループ経

営会議」で報告する体制をとっております。 

監査役会は、原則として年６回以上開催を原則とする定例の監査役会のほか、必要に応じ随時、臨時監査役会

を開催しております。 

監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、業務執行報告書等の回付を受け、監査役会で定めた監査

役監査規程に基づき監査を実施するとともに、会計監査人や監査部から適宜報告を受け、監査役会において検討

を行っております。 

内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携について、監査役と監査部は、随時、相互に情報交換を行う

など緊密な連携を保っております。また会計監査人と監査役においても、随時、監査の所見や関連情報の交換を

行っております。 

 なお、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を設置しております。 

④ 社外取締役及び社外監査役 

 当社の社外取締役には豊富な経験と高い識見を持つ適任者２名を選任しており、広範な見地からの意見を経営

に反映させるとともに経営監督機能の充実を図っております。 

取締役西野目信雄氏は、長年にわたりホテル経営に携わり、経営者として豊富な経験と高い識見を有するだけ

でなく、近畿日本ツーリスト協定旅館ホテル連盟会長として当社事業に深い理解があることから、社外取締役と

して適任であると判断しております。 

取締役髙橋洋氏は、長年にわたり株式会社日本政策投資銀行で金融業務に携わり、現在は株式会社日本経済研

究所の取締役社長および株式会社価値総合研究所の取締役会長を務めております。豊富な経験と高い識見を有す

ることから、社外取締役として適任であると判断しております。 

また、社外監査役には幅広い知識と経験を持つ適任者２名を選任しており、広範な見地からの意見を経営に反

映させるとともに監査の厳正、充実を図っております。 

監査役河崎雄亮氏は、公認会計士として財務および会計に関する深い知見と高い識見を有していることから、

社外監査役として適任であると判断しております。 

監査役平野雅大氏は、総務・経理関係業務に関し幅広い知識と経験を持ち、また、当社業務に関する理解もあ

ることから、社外監査役として適任であると判断しております。 

当社は、社外取締役および社外監査役の選任に当たり、次の各項目のいずれにも該当しない場合、独立性を有

していると判断します。 

(a)当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）の業務執行取締役、執行役員および使用人 

(b)親会社の取締役、監査役、執行役員および使用人 

(c)兄弟会社（当社と親会社を同一にする会社）の業務執行取締役、執行役員および使用人 

(d)当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士 

(e)最近３年内に当社グループから1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計

士、税理士またはコンサルタント等 

(f)最近３年内に当社グループから年間1,000万円以上の寄付を受けている法人、団体等の業務執行者 

(g)過去に１度でも(a)に該当していた者 

(h)最近５年内に(b)または(c)に該当していた者 

(i)上記(a)～(h)の配偶者または二親等内の親族もしくは同居の親族 

⑤ 役員の報酬等 

(イ）提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 
役員の員数 

(名) 年間報酬 賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。) 

71 71 ─ ─ 13 
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役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 
役員の員数 

(名) 年間報酬 賞与 退職慰労金 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

22 22 ─ ─ 2 

社外役員 13 13 ─ ─ 8 

(ロ）提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

(ハ）使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

該当事項はありません。 

(ニ）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

 当社では、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において、取締役報酬および監査役報酬を決定してお

ります。取締役報酬については、取締役会決議に基づき取締役社長が各取締役の職位等に応じて配分を決定

しているほか、業績に応じて増減させることとしております。また、監査役報酬については、監査役の協議

により報酬額を決定しております。 

 なお、役員退職慰労金については、平成15年３月末日をもって廃止しております。 

⑥ 株式の保有状況 

 当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保

有会社）ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社については以下のとおりであります。

(イ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数             15銘柄

貸借対照表計上額の合計額 4,825百万円

(ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

前事業年度

 特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

東海旅客鉄道㈱ 95,000 1,723 営業取引上の政策目的

㈱近鉄百貨店 2,566,652 875 同上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,099,000 768 同上

西日本旅客鉄道㈱ 100,000 724 同上

京浜急行電鉄㈱ 106,000 129 同上

京王電鉄㈱ 133,000 117 同上

㈱三井住友フィナンシャルグループ 10,770 43 同上

南海電気鉄道㈱ 70,000 37 同上

㈱青森銀行 50,000 19 同上

東日本旅客鉄道㈱ 1,600 15 同上

オレンジ（ＯＲＡＮ） 6,678 11 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 18,420 3 同上

㈱第三銀行 2,000 3 同上

（注）特定投資株式の㈱三井住友フィナンシャルグループ以下は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以

下ですが、全銘柄について記載しております。
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当事業年度

 特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

東海旅客鉄道㈱ 95,000 1,912 営業取引上の政策目的

㈱近鉄百貨店 256,665 984 同上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,099,000 766 同上

西日本旅客鉄道㈱ 100,000 743 同上

京王電鉄㈱ 26,600 120 同上

九州旅客鉄道㈱ 27,200 90 同上

㈱三井住友フィナンシャルグループ 10,770 48 同上

南海電気鉄道㈱ 14,000 37 同上

㈱青森銀行 5,000 16 同上

東日本旅客鉄道㈱ 1,600 15 同上

オレンジ（ＯＲＡＮ） 6,678 12 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 18,420 3 同上

㈱第三銀行 2,000 3 同上

（注）特定投資株式の㈱三井住友フィナンシャルグループ以下は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以

下ですが、全銘柄について記載しております。

⑦ 会計監査の状況

 当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。同監査法人は、指定有限責任社員 業務

執行社員宮木 直哉（継続監査年数２年）、同 松本 浩（同６年）、同 桑本 義孝（同６年）の３名のほか、公

認会計士７名およびその他16名により監査を行っております。なお、同監査法人および当監査に従事する業務執

行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。

⑧ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

 当社は、機動的な自己株式の買受けを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決

議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

 また、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として

中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

⑨ 取締役の定数

 当社の取締役は５名以上とする旨を定款に定めております。

⑩ 取締役の選任の決議要件

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

 なお、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとしております。 

⑪ 株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

 これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 87 18 108 ―

連結子会社 40 ― 36 ―

計 127 18 144 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

 当社の連結子会社であるKINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS(U.S.A.),INC.は、当社の監査公認会計士等と同

一のネットワークに属しているKPMGに対して298千米ドルを支払っております。

 

当連結会計年度 

 当社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているＫＰＭＧコンサルティング株式会社に

対して８百万円を支払っております。また、当社の連結子会社であるKINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS

(U.S.A.),INC.は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているKPMGに対して379千米ドルを支

払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

 グループ社員意識調査に関するアドバイザリー業務等についての対価を支払っております。

 

当連結会計年度 

 該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】

 監査報酬の決定方針については特に定めておりませんが、監査法人より提示された監査計画および監査報酬

見積額が、当社の事業内容や事業規模、前年度の監査実績等に照らし適正であるかどうか総合的に検討し、監

査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月

31日まで）の連結財務諸表および事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構や監査法人等が行う研

修への参加や会計専門誌の定期購読等を行っております。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 24,115 33,430 

預け金 42,040 34,710 

受取手形及び営業未収金 23,950 24,337 

商品 12 12 

貯蔵品 92 97 

前払費用 917 947 

旅行前払金 16,119 15,284 

為替予約 1,080 － 

繰延税金資産 1,852 1,918 

その他 2,440 2,209 

貸倒引当金 △22 △15 

流動資産合計 112,599 112,931 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,020 2,938 

減価償却累計額 △2,207 △2,149 

建物（純額） 813 789 

土地 162 134 

その他 3,897 4,153 

減価償却累計額 △3,276 △3,369 

その他（純額） 621 784 

有形固定資産合計 1,597 1,708 

無形固定資産    

ソフトウエア 663 1,918 

その他 250 378 

無形固定資産合計 913 2,296 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 4,901 ※１ 5,188 

長期貸付金 123 79 

差入保証金 4,861 4,697 

退職給付に係る資産 1,153 1,564 

繰延税金資産 2,022 757 

その他 1,125 1,602 

貸倒引当金 △406 △410 

投資その他の資産合計 13,780 13,479 

固定資産合計 16,291 17,484 

資産合計 128,890 130,416 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 21,996 24,068 

未払金 5,643 6,087 

未払法人税等 617 505 

預り金 16,906 16,775 

旅行券等 17,746 16,928 

旅行前受金 33,290 33,219 

賞与引当金 2,298 2,309 

為替予約 － 427 

その他 1,409 1,308 

流動負債合計 99,908 101,631 

固定負債    

旅行券等引換引当金 1,121 1,041 

繰延税金負債 820 － 

その他 2,521 2,439 

固定負債合計 4,463 3,480 

負債合計 104,372 105,111 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,041 8,041 

資本剰余金 7,204 7,204 

利益剰余金 6,318 7,731 

自己株式 △8 △10 

株主資本合計 21,556 22,966 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,498 1,693 

繰延ヘッジ損益 645 △265 

為替換算調整勘定 352 235 

退職給付に係る調整累計額 373 597 

その他の包括利益累計額合計 2,869 2,261 

非支配株主持分 91 77 

純資産合計 24,517 25,304 

負債純資産合計 128,890 130,416 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 396,004 405,172 

売上原価 324,400 333,513 

売上総利益 71,603 71,658 

販売費及び一般管理費 ※１ 68,635 ※１ 68,480 

営業利益 2,968 3,177 

営業外収益    

受取利息 206 200 

受取配当金 52 55 

保険配当金 47 44 

持分法による投資利益 － 9 

その他 52 52 

営業外収益合計 359 363 

営業外費用    

支払利息 65 61 

為替差損 136 117 

持分法による投資損失 60 － 

その他 21 18 

営業外費用合計 283 197 

経常利益 3,045 3,342 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 40 

固定資産売却益 ※２ 287 ※２ 3 

特別利益合計 287 43 

特別損失    

事業構造改革関連費用 － ※３ 279 

減損損失 ※４ 3,845 ※４ 209 

固定資産除却損 ※５ 46 ※５ 13 

投資有価証券評価損 ※６ 36 ※６ 7 

特別損失合計 3,928 509 

税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失（△） 
△595 2,877 

法人税、住民税及び事業税 849 800 

法人税等調整額 △112 673 

法人税等合計 737 1,474 

当期純利益又は当期純損失（△） △1,333 1,403 

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △4 △9 

親会社株主に帰属する当期純利益又は 

親会社株主に帰属する当期純損失（△） 
△1,329 1,412 
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【連結包括利益計算書】
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） △1,333 1,403 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 119 194 

繰延ヘッジ損益 1,560 △910 

為替換算調整勘定 △37 △117 

退職給付に係る調整額 160 223 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0 

その他の包括利益合計 ※１ 1,804 ※１ △609 

包括利益 471 794 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 471 804 

非支配株主に係る包括利益 △0 △9 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,918 7,081 7,647 △7 22,639 

当期変動額           

新株の発行 
（新株予約権の行使） 

123 123     246 

親会社株主に帰属する 
当期純損失（△）     △1,329   △1,329 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 123 123 △1,329 △0 △1,083 

当期末残高 8,041 7,204 6,318 △8 21,556 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主 
持分 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計

額合計 

当期首残高 1,379 △915 392 212 1,069 76 23,785 

当期変動額               

新株の発行 
（新株予約権の行使）             246 

親会社株主に帰属する 
当期純損失（△）             △1,329 

自己株式の取得             △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

119 1,560 △40 160 1,800 15 1,815 

当期変動額合計 119 1,560 △40 160 1,800 15 732 

当期末残高 1,498 645 352 373 2,869 91 24,517 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 8,041 7,204 6,318 △8 21,556 

当期変動額           

親会社株主に帰属する 
当期純利益     1,412   1,412 

自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 1,412 △2 1,410 

当期末残高 8,041 7,204 7,731 △10 22,966 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主 
持分 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計

額合計 

当期首残高 1,498 645 352 373 2,869 91 24,517 

当期変動額               

親会社株主に帰属する 
当期純利益             1,412 

自己株式の取得             △2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 194 △910 △116 223 △608 △14 △623 

当期変動額合計 194 △910 △116 223 △608 △14 786 

当期末残高 1,693 △265 235 597 2,261 77 25,304 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税 

金等調整前当期純損失（△） 
△595 2,877 

減価償却費 1,827 863 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △3 

賞与引当金の増減額（△は減少） 135 13 

旅行券等引換引当金の増減額（△は減少） △68 △80 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,153 △411 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △146 － 

減損損失 3,845 209 

投資有価証券評価損益（△は益） 36 7 

受取利息及び受取配当金 △259 △256 

支払利息 65 61 

持分法による投資損益（△は益） 60 △9 

為替差損益（△は益） 0 △1 

固定資産売却損益（△は益） △287 △3 

固定資産除却損 46 13 

投資有価証券売却損益（△は益） － △40 

売上債権の増減額（△は増加） △2,793 △440 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,424 2,125 

未払金の増減額（△は減少） △288 △14 

預り金の増減額（△は減少） △490 △126 

旅行前受金の増減額（△は減少） 2,603 △39 

旅行前払金の増減額（△は増加） △2,740 815 

その他 △707 △113 

小計 2,506 5,443 

利息及び配当金の受取額 260 255 

利息の支払額 △65 △61 

法人税等の支払額 △161 △1,046 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,540 4,590 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △578 △610 

定期預金の払戻による収入 486 537 

長期預金の預入による支出 － △300 

長期預金の払戻による収入 300 100 

投資有価証券の取得による支出 △79 △99 

投資有価証券の売却による収入 － 154 

固定資産の取得による支出 △3,681 △2,138 

固定資産の売却による収入 1,313 43 

短期貸付金の回収による収入 2 － 

長期貸付けによる支出 △26 △22 

長期貸付金の回収による収入 43 61 

供託金の支払による支出 △96 △293 

供託金の返還による収入 109 62 

差入保証金の取得による支出 △150 △295 

差入保証金の回収による収入 243 282 

その他 △13 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,125 △2,519 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入 246 － 

非支配株主からの払込みによる収入 15 － 

非支配株主への払戻による支出 － △2 

自己株式の増減額（△は増加） △0 △2 

その他 △9 △18 

財務活動によるキャッシュ・フロー 252 △23 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33 △93 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 633 1,953 

現金及び現金同等物の期首残高 64,604 65,238 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 65,238 ※１ 67,191 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数 36社

 連結子会社名は、本報告書の「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しておりますので記載を

省略しております。

 株式会社近畿日本ツーリスト関東、株式会社近畿日本ツーリスト首都圏、株式会社近畿日本ツーリスト中

部、株式会社近畿日本ツーリスト関西、株式会社ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベルおよび株式会社ＫＮＴ－

ＣＴウエブトラベルは新規設立により、当連結会計年度から連結子会社に含めております。 

 株式会社昭和トラベラーズクラブは清算結了により上記子会社数には含んでおりませんが、清算結了まで

の損益計算書については連結しております。 

(2）非連結子会社数

 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数

 該当事項はありません。

(2）持分法適用の関連会社数 2社

 持分法適用会社名は、本報告書の「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しておりますので記

載を省略しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

海外連結子会社である、H&M INSURANCE HAWAII,INC.、GRIFFIN INSURANCE CO.,LTD.、近畿国際旅行社

（中国）有限公司および近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日と異

なっております。 

 連結財務諸表作成に当たっては、H&M INSURANCE HAWAII,INC.およびGRIFFIN INSURANCE CO.,LTD.につい

ては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

また、近畿国際旅行社（中国）有限公司および近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司については、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

４．会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券 その他有価証券

時価のあるもの……

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。

時価のないもの……

 総平均法による原価法により評価しております。

たな卸資産 先入先出法による原価法（商品の連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により評価しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 主として当社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主

に定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、各社における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は財務内

容評価法で計上しております。

② 賞与引当金

 従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積額を計上

しております。

③ 旅行券等引換引当金

 当社が発行している旅行券等の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対応する将来の使

用に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付に係る資産は、主として従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定に

当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に

よっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により、発生

の翌連結会計年度から費用処理しています。 

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法 

 未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

 ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 為替予約取引を行うこととしております。

ヘッジ対象

 主に海外旅行費用（ホテル代等）の外貨建金銭債務としております。

③ ヘッジ方針

 将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相

場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益の計上基準

 自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等の代理

販売については発券時に計上しております。

② 消費税等の会計処理方法

 主として税抜方式によっております。

③ 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日 企業会計基準委員会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日 企業会計基準委

員会）

 

（1）概要

 国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

 企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

（2）適用予定日

 平成34年３月期の期首から適用します。 

 

（3）当該会計基準等の適用による影響

 「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。 

 

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。 

 

（連結貸借対照表関係）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券（株式） 110百万円 140百万円
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（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

人件費 35,413百万円 35,527百万円 

賞与引当金繰入額 2,148 2,165 

退職給付費用 1,186 1,174 

不動産賃借・維持費 5,857 5,829 

システム経費 3,711 3,807 

販売諸経費 13,202 13,623 

諸税 352 399 

減価償却費 1,827 863 

貸倒引当金繰入額 7 4 

旅行券等引換引当金繰入額 179 155 

 

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日） 

建物 75百万円 3百万円 

土地 211 －

 

※３．事業構造改革関連費用に係る内容は、次のとおりであります。 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

当社グループの事業構造改革に伴い発生した事務所移転費用、看板工事代などを計上しております。

 

※４．以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

(1)減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 地域
減損損失
（百万円）

事業用資産 建物・器具備品 東京都等 76

グループ会社基幹系

情報システム等
ソフトウエア等 群馬県等 3,768

(2)資産のグルーピング方法

 当社グループは、減損損失を認識するにあたり、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎と

してグルーピングを行っております。

(3)減損損失の認識に至った経緯

 事業用資産は、今後営業収益による回収が見込めないと判断したグループについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損しております。なお、回収可能価額の算定に当たっては、正味売却価額に基づいており、他への転用や売却

が困難であることから、備忘価額により評価しております。

 その内訳は、建物63百万円、器具備品13百万円であります。

 グループ会社基幹系情報システム等は、個人旅行事業が低調に推移しており、回復が遅れている状況を鑑み、減

損損失を認識しております。なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値に基づいており、割引率は8.38％

を使用しております。

 その内訳は、器具備品160百万円、建設仮勘定337百万円、ソフトウエア2,340百万円、ソフトウエア仮勘定930百

万円であります。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

(1)減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 地域
減損損失
（百万円）

事業用資産 建物および差入保証金他 東京都（本社等） 128

事業用資産 建物他 東京都、愛知県等 80

(2)資産のグルーピング方法

 当社グループは、減損損失を認識するにあたり、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎と

してグルーピングを行っております。

(3)減損損失の認識に至った経緯

 東京都（本社等）の事業用資産は、当社の事業構造改革による本社事務所移転等に伴い、原状回復費用の見積額

に基づき差入保証金を減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。また、処分予定となった一部の資

産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、回収可

能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額をもって評価しております。

 その内訳は、建物20百万円、差入保証金106百万円、その他０百万円であります。

 東京都、愛知県等の事業用資産は、今後営業収益による回収が見込めないと判断したグループについて、帳簿価

額を回収可能価額まで減損しております。なお、回収可能価額の算定に当たっては、正味売却価額に基づいてお

り、他への転用や売却が困難であることから、備忘価額により評価しております。

 その内訳は、建物73百万円、その他７百万円であります。

 

※５．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日） 

建物 4百万円 10百万円 

ソフトウエア 39 －

その他 1 3 

 

※６．投資有価証券評価損 

 当社が保有する「その他有価証券」に区分される有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損

処理を実施したものであります。 
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 172百万円 298百万円

組替調整額 － 18

税効果調整前 172 280

税効果額 52 85

その他有価証券評価差額金 119 194

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 2,405 △1,395

組替調整額 － －

税効果調整前 2,405 △1,395

税効果額 844 △484

繰延ヘッジ損益 1,560 △910

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △37 △117

組替調整額 － －

税効果調整前 △37 △117

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △37 △117

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 275 396

組替調整額 △43 △74

税効果調整前 231 322

税効果額 70 98

退職給付に係る調整額 160 223

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 0 △0

その他の包括利益合計 1,804 △609
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末 
株式数（株）

普通株式 271,397,635 1,912,500 － 273,310,135

合計 271,397,635 1,912,500 － 273,310,135

 (注)株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末 
株式数（株）

普通株式 43,815 4,799 － 48,614

合計 43,815 4,799 － 48,614

 (注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末 
株式数（株）

普通株式 273,310,135 － 245,979,122 27,331,013

合計 273,310,135 － 245,979,122 27,331,013

 (注)平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。

発行済株式の減少は、株式併合によるものであります。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末 
株式数（株）

普通株式 48,614 5,374 47,691 6,297

合計 48,614 5,374 47,691 6,297

 (注）平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。

当連結会計年度の増加は、単元未満株式の買取によるもの4,330株、株式併合に伴う端数株式の買取によるも

の1,044株であります。当連結会計年度の減少は、株式併合によるもの46,647株、株式併合に伴う端数株式の

売却によるもの1,044株であります。 

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

- 51 -

2018/06/14 20:28:12／17328718_ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社_有価証券報告書（通常方式）



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 24,115百万円 33,430百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △917 △948

預け金 42,040 34,710

現金及び現金同等物 65,238 67,191

 

（リース取引関係）

（借主側）

オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年内 152 148

１年超 248 159

合計 400 307

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、一時的な余資は安全性の高い短期的な預金等を主体として運用を行っており、資金調

達の必要性が生じた場合には金融機関からの借入による方針です。また、デリバティブ取引は、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主

として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、デリ

バティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取

引であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

 当社グループは、旅行代金未収取扱手続規程等に従い、営業債権については回収状況を常時的確に点

検・管理するとともに、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングすることにより、取引相手ごとに期

日および残高の管理を行っております。

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況の見直しを継続的に

行っております。

 デリバティブ取引については、取引を行っている会社の社内ルールに従い、それぞれの経理部が主管と

なり取引を実行し、取引実績は四半期ごとに経営会議に報告しております。

 なお、これらのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、信用リスク

はほとんどないと認識しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
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前連結会計年度（平成29年３月31日） 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 24,115 24,115 －

（2）預け金 42,040 42,040 －

（3）受取手形及び営業未収金 23,950 23,950 －

（4）投資有価証券      

その他有価証券 4,477 4,477 －

資産計 94,584 94,584 －

（5）営業未払金 21,996 21,996 －

（6）未払金 5,643 5,643 －

負債計 27,640 27,640 －

 デリバティブ取引（*） 1,080 1,080 －

 （*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日） 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 33,430 33,430 －

（2）預け金 34,710 34,710 －

（3）受取手形及び営業未収金 24,337 24,337 －

（4）投資有価証券      

その他有価証券 4,752 4,752 －

資産計 97,231 97,231 －

（5）営業未払金 24,068 24,068 －

（6）未払金 6,087 6,087 －

負債計 30,156 30,156 －

 デリバティブ取引（*） (427) (427) －

 （*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）預け金、（3）受取手形及び営業未収金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

（4）投資有価証券

 これらの時価について、取引所の価格によっております。

負債

（5）営業未払金、（6）未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

デリバティブ取引

 注記事項（デリバティブ取引関係）をご覧ください。

 

- 53 -

2018/06/14 20:28:12／17328718_ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社_有価証券報告書（通常方式）



２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式 423 435

差入保証金 4,861 4,697

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金

融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 24,115 － － －

預け金 42,040 － － －

受取手形及び営業未収金 23,950 － － －

合 計 90,106 － － －

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 33,430 － － －

預け金 34,710 － － －

受取手形及び営業未収金 24,337 － － －

合 計 92,478 － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日） 

区分
連結決算日における連結
貸借対照表計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
     

株式 4,477 2,335 2,141

小計 4,477 2,335 2,141

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
     

株式 － － －

小計 － － －

合計 4,477 2,335 2,141

 

当連結会計年度（平成30年３月31日） 

区分
連結決算日における連結
貸借対照表計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
     

株式 4,662 2,251 2,411

小計 4,662 2,251 2,411

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
     

株式 90 99 △9

小計 90 99 △9

合計 4,752 2,350 2,402

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

区分 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 154 40 －

合計 154 40 －

 

３．減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度において、36百万円の減損処理を行っております。当連結会計年度においては、

７百万円の減損処理を行っております。

なお、減損にあたっては、時価が取得原価と比較して50％以上下落した場合は減損処理を実施し、

30％以上50％未満下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日） 

区  分 取引の種類
契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 評価損益 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引 

為替予約取引        

買建        

米ドル 1,467 － 71 71 

ユーロ 554 － 17 17 

その他 32 － 0 0 

合計 2,055 － 90 90 

（注）時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日） 

区  分 取引の種類
契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 評価損益 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引 

為替予約取引        

買建        

米ドル 593 － △20 △20 

ユーロ 100 － △1 △1 

その他 － － － － 

合計 693 － △21 △21 

（注）時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日） 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

（百万円） （百万円） （百万円）

原則的処理方法 

為替予約取引 

営業未払金

     

買建      

米ドル 12,298 2,253 625 

ユーロ 6,009 970 142 

豪ドル 1,117 154 82 

その他 2,403 92 139 

為替予約の振当処理 

為替予約取引 

営業未払金

   

（注）２ 

買建    

米ドル 1,675 － 

ユーロ 476 － 

豪ドル 137 － 

その他 132 － 

合計 24,252 3,470 989 

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

２．為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている営業未払金と一体として処理される

ため、その時価は、営業未払金の時価に含めて記載しております。
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当連結会計年度（平成30年３月31日） 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 

契約額等の 
うち１年超 

時価 

（百万円） （百万円） （百万円）

原則的処理方法 

為替予約取引 

営業未払金

     

買建      

米ドル 13,150 1,706 △346 

ユーロ 7,416 1,106 91 

豪ドル 1,447 132 △65 

その他 2,720 79 △84 

為替予約の振当処理 

為替予約取引 

営業未払金

   

（注）２ 

買建    

米ドル 1,684 － 

ユーロ 590 － 

豪ドル 129 － 

その他 91 － 

合計 27,232 3,025 △405 

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

２．為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている営業未払金と一体として処理される

ため、その時価は、営業未払金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠

出制度を採用しております。従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。

 確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年

金を支給します。

 なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日）

 

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 △11,700百万円   △10,818百万円

 勤務費用 △252   △245

 利息費用 △113   △105

 数理計算上の差異の当期発生額 227   465

 退職給付の支払額 1,020   991

 その他 －   0

退職給付債務の期末残高 △10,818   △9,711

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日）

 

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日）

年金資産の期首残高 11,554百万円   11,971百万円

 期待運用収益 169   179

 数理計算上の差異の当期発生額 47   △68

 事業主からの拠出額 1,175   162

 退職給付の支払額 △975   △968

年金資産の期末残高 11,971   11,276

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 △10,509百万円   △9,392百万円

年金資産 11,971   11,276

  1,462   1,884

非積立型制度の退職給付債務 △309   △319

連結貸借対照表に計上された

負債と資産の純額
1,153   1,564

       

退職給付に係る資産 1,153   1,564

退職給付に係る負債 －   －

連結貸借対照表に計上された

負債と資産の純額
1,153   1,564
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日）

 

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日）

勤務費用 252百万円   245百万円 

利息費用 113   105

期待運用収益 △169   △179

数理計算上の差異の費用処理額 △43   △74

確定給付制度に係る退職給付費用 153   97

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

 

(5）退職給付に係る調整額 

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日）

 

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日）

数理計算上の差異 231百万円   322百万円

  合 計 231   322

 

(6）退職給付に係る調整累計額 

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

未認識数理計算上の差異 538百万円   861百万円 

  合 計 538   861

 

(7）年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

現金及び現金同等物 1％   1％

債券 19   10 

生保一般勘定 45   49 

オルタナティブ 35   40

  合 計 100   100

（注）オルタナティブは主にヘッジファンドへの投資であります。 

 

② 長期期待運用収益率の設定方法 

 年金資産の長期期待運用収益率の決定に際し、現在および将来の年金資産ポートフォリオや、各種長

期投資の過去の運用実績利回りの分析をもとにした期待収益とリスクを考慮しております。

 年金資産の運用戦略は主に、下落リスクの管理強化に重点を置いております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

割引率 1.0％   1.0％

長期期待運用収益率 1.5％   1.5％

（注）当社の確定給付企業年金制度はポイント制およびキャッシュ・バランス・プランを採用しており、

「予想昇給率」が退職給付債務等の計算に与える影響は軽微であるため、記載を省略しておりま

す。 

- 59 -

2018/06/14 20:28:12／17328718_ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社_有価証券報告書（通常方式）



３．確定拠出制度 

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度1,027百万円、当連結会計年度1,060百万円で

す。 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産     

貸倒引当金 147百万円  147百万円

賞与引当金 788   783

未払金 179   172

減価償却超過額 1,291   1,000 

未引換旅行券等 2,971   2,899

旅行券等引換引当金 343   318

繰越欠損金 2,895   2,577 

繰延ヘッジ損益 －   140 

その他 510   451 

繰延税金資産小計 9,128   8,491

評価性引当額 △4,675   △4,539

繰延税金資産合計 4,452   3,951

繰延税金負債      

繰延ヘッジ損益 344   －

その他有価証券評価差額金 646   732

退職給付に係る資産 377   522

その他 29   21

繰延税金負債小計 1,398   1,275

繰延税金負債合計 1,398   1,275

繰延税金資産の純額 3,053   2,676

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率 －％   30.9％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 －   1.5

住民税均等割 －   6.8

評価性引当額の増減 －   9.8

特定外国子会社留保金課税 －   1.1

連結子会社の法定実効税率との差異 －   2.0

その他 －   △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －   51.2

（注）前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引）

連結子会社間で行う会社分割

[企業結合の概要]

１．取引の概要

(1)対象となる事業の内容

 旅行業

(2)企業結合日

 平成29年10月１日

(3)企業結合の法的形式

 近畿日本ツーリスト株式会社および近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社を分割会社とし、株式会社近

畿日本ツーリスト中部、株式会社近畿日本ツーリスト関西および株式会社ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベ

ルを承継会社とする分割型吸収分割

(4)その他取引の概要に関する事項

 組織および権限の集中と分散を行い、グループ全体ならびに各社に関わる情報収集や事業戦略の策定お

よび事業推進機能を集中・強化するとともに、分社化により地域や専門分野に応じた営業体制を確立し、

意思決定の迅速化、競争力の強化を図ることで持続的成長を果たすことを目的としています。

 

２．実施した会計処理の概要

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、

共通支配下の取引として処理しています。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 １．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループの事業については、グループの各事業会社が取扱う商品・サービスについての事業展開・

戦略を立案し、事業活動を行っております。 

従って当社グループは各事業会社の関連する事業を基礎として集約した商品・サービス別セグメントか

ら構成されており、「個人旅行事業」、「団体旅行事業」、「その他」を報告セグメントとしております。 

 「個人旅行事業」は、国内企画旅行・海外企画旅行の企画販売、ＪＲ券、航空券、宿泊券等の販売を行っ

ております。「団体旅行事業」は、企業、学校、官公庁、自治体、公益法人等の国内団体旅行、海外団体旅

行を中心として、旅行商品の企画販売を行っております。「その他」は、北海道、東北、中国四国、九州、

沖縄等の各地域において、国内団体旅行、海外団体旅行、個人旅行商品の企画販売等を行っております。ま

た、海外では、主に当社グループが取扱う海外の団体旅行および海外企画商品の旅行者に対して到着地での

各種サービスの提供を行うとともに、航空券、旅行商品の販売、損害保険の再保険引受事業等を行っており

ます。 

 

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

 

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

          (単位：百万円) 

  個人旅行事業 団体旅行事業 その他 合計 調整額 
連結財務諸表

計上額 

売上高            

外部顧客への売上高 220,068 99,414 76,241 395,725 278 396,004 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
117 1,379 9,673 11,169 △11,169 － 

計 220,186 100,793 85,914 406,895 △10,890 396,004 

セグメント利益 694 875 929 2,499 469 2,968 

セグメント資産 58,382 40,804 22,545 121,731 7,158 128,890 

その他の項目            

減価償却費 513 34 132 680 1,146 1,827 

減損損失 76 － － 76 3,768 3,845 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
839 30 173 1,043 2,637 3,681 

（注）１．「その他」の区分は、海外航空券卸販売、北海道・東北・中国四国・九州地区の各種旅行商品の販

売、海外におけるサービスの提供と各種旅行商品の販売、人材派遣業、物品販売業、損害保険業お

よび旅行関連サービス業を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額469百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益・全社費用の純額469百万円が含まれております。全社収益は主に報告セ

グメントに帰属しない売上高であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に

係る費用であります。

   ３．セグメント資産の調整額7,158百万円には、セグメント間取引消去等△70,951百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社資産78,110百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメ

ントに帰属しない余剰運用資金(現金、預金及び預け金)であります。 
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   ４．減価償却費の調整額1,146百万円は、セグメント間取引消去△40百万円、各報告セグメントに配分

していない全社資産の費用1,187百万円であります。

   ５．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

 １．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループの事業については、グループの各事業会社が取扱う商品・サービスについての事業展開・

戦略を立案し、事業活動を行っております。 

従って当社グループは各事業会社の関連する事業を基礎として集約した商品・サービス別セグメントか

ら構成されており、「個人旅行事業」、「団体旅行事業」、「その他」を報告セグメントとしております。 

 「個人旅行事業」は、国内企画旅行・海外企画旅行の企画販売、ＪＲ券、航空券、宿泊券等の販売を行っ

ております。「団体旅行事業」は、企業、学校、官公庁、自治体、公益法人等の国内団体旅行、海外団体旅

行を中心として、旅行商品の企画販売を行っております。「その他」は、北海道、東北、中国四国、九州、

沖縄等の各地域において、国内団体旅行、海外団体旅行、個人旅行商品の企画販売等を行っております。ま

た、海外では、主に当社グループが取扱う海外の団体旅行および海外企画商品の旅行者に対して到着地での

各種サービスの提供を行うとともに、航空券、旅行商品の販売、損害保険の再保険引受事業等を行っており

ます。 

 

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

 

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

          (単位：百万円) 

  個人旅行事業 団体旅行事業 その他 合計 調整額 
連結財務諸表

計上額 

売上高            

外部顧客への売上高 228,437 98,390 78,054 404,883 288 405,172 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
122 1,601 10,328 12,053 △12,053 － 

計 228,560 99,992 88,383 416,936 △11,764 405,172 

セグメント利益 1,487 833 771 3,093 84 3,177 

セグメント資産 58,372 44,255 23,323 125,951 4,465 130,416 

その他の項目            

減価償却費 608 26 118 753 110 863 

減損損失 80 128 － 209 － 209 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,231 47 179 1,458 1,139 2,598 

（注）１．「その他」の区分は、海外航空券卸販売、北海道・東北・中国四国・九州地区の各種旅行商品の販

売、海外におけるサービスの提供と各種旅行商品の販売、人材派遣業、物品販売業、損害保険業お

よび旅行関連サービス業を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額84百万円には、セグメント間取引消去△４百万円、各報告セグメントに配

分していない全社収益・全社費用の純額88百万円が含まれております。全社収益は主に報告セグメ

ントに帰属しない売上高であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る

費用であります。

   ３．セグメント資産の調整額4,465百万円には、セグメント間取引消去等△68,989百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社資産73,454百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメ

ントに帰属しない余剰運用資金(現金、預金及び預け金)であります。 
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   ４．減価償却費の調整額110百万円は、セグメント間取引消去△２百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産の費用112百万円であります。

   ５．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。 

 

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】

１.関連当事者との取引

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合(%) 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円） 

親会社 

近鉄グル 

ープホー 

ルディン 

グス 

株式会社 

大阪市 

天王寺区 
126,476 

グループ経

営に関する

事業 

（被所有） 

直接 

53.7％ 

間接 

12.3％ 

（注）１ 

資金の 

貸付 

 

役員の 

兼任 

キャッシュ

マネージメ

ントシステ

ム運用資金

の預入 

（注）２ 

316,500 預け金 42,040 

利息の受取 173 
その他 

流動資産 
4 

JR券委託販

売の債務被

保証 

1,235 － － 

保証料の支

払（注）３ 
6 － － 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．議決権等の被所有割合の間接には、退職給付信託口を含んでおります。 

２．預入の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引金額は、預入金額の総

額を記載しております。 

３．債務保証の利率については、市場保証料率を勘案して合理的に決定しております。 

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 

資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合(%) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円） 

親会社 

近鉄グル 

ープホー 

ルディン 

グス 

株式会社 

大阪市 

天王寺区 
126,476 

グループ経

営に関する

事業 

（被所有） 

直接 

53.7％ 

間接 

12.3％ 

（注）１ 

資金の 

貸付 

 
役員の 

兼任 

キャッシュ

マネージメ

ントシステ

ム運用資金

の預入 

（注）２ 

334,180 預け金 34,710 

利息の受取 164 
その他 

流動資産 
4 

JR券委託販

売の債務被

保証 

1,810 － － 

保証料の支

払（注）３ 
6 － － 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．議決権等の被所有割合の間接には、退職給付信託口を含んでおります。 

２．預入の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引金額は、預入金額の総

額を記載しております。 

３．債務保証の利率については、市場保証料率を勘案して合理的に決定しております。 
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（２）連結財務諸表提出会社の役員および主要株主（個人の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合(%) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円） 

役員および
その近親者
が議決権の
過半数を有
する会社 

西野目産業 

株式会社 

(注）１,２ 

北海道 

旭川市 
45 ホテル・レ

ストラン業 
－ 

宿泊券・
観光券の
仕入 

宿泊券・観
光券の仕入 

64 営業未払金 0 

役員 岡本 邦夫 － － 当社取締役 0.2％ 当社役員 
新株予約権
の行使 
（注）３ 

17 － － 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．全ての取引条件については、当社と関連を有しない他社との取引条件を勘案の上、決定しております。 

２．当社取締役西野目信雄およびその近親者が議決権の75.1％を保有しております。 

３．新株予約権の行使については、当社とクラブツーリズム株式会社との間の株式交換契約に基づき、株式交換

の効力発生日である平成25年１月１日付で、クラブツーリズム株式会社の新株予約権に代えて交付した新株

予約権の行使によるものであります。 

４．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合(%) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（百万円） 

科目 期末残高 
（百万円） 

役員および
その近親者
が議決権の
過半数を有
する会社 

西野目産業 

株式会社 

(注）１,２ 

北海道 

旭川市 
45 

ホテル・レ
ストラン業 － 

宿泊券・
観光券の
仕入 

宿泊券・観
光券の仕入 55 営業未払金 0 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．全ての取引条件については、当社と関連を有しない他社との取引条件を勘案の上、決定しております。 

２．当社取締役西野目信雄およびその近親者が議決権の96.7％を保有しております。 

３．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

近鉄グループホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

 
１株当たり純資産額 893.87円

１株当たり当期純損失金額 48.87円
 

 
１株当たり純資産額 923.26円

１株当たり当期純利益金額 51.71円
 

 （注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。１株

当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額については、当該株式併合が

前連結会計年度の期首に実施されたと仮定して算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額 
   

 親会社株主に帰属する当期純利益又は親会

社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

△1,329 1,412

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 親会社株主に帰属する当期純利益又は親会

社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

△1,329 1,412

 普通株式の期中平均株式数（株） 27,194,279 27,325,608
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（重要な後発事象）

１．子会社の設立および連結子会社間の会社分割（吸収分割）等 

 当社は、平成29年10月26日開催の取締役会において、新たに子会社３社を設立し、連結子会社である近畿日本

ツーリスト株式会社（以下「ＫＮＴ」）および近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社（以下「ＫＮＴ個人」）を

分割会社、新設する会社を承継会社とする会社分割を行うことを決議し、平成30年４月１日付で実施いたしまし

た。 

 

（１）会社分割の目的 

 当社は、平成29年４月27日開催の取締役会で「集中と分散」を基本方針とする事業構造改革を決議し、その一

環として平成29年10月１日に、中部地区および関西地区の地域旅行会社ならびに訪日旅行専門会社の分割を完了

いたしました。今回の子会社の設立および会社分割は、この事業構造改革の第２段階として実施するもので、首

都圏および関東地区の地域旅行会社ならびにウエブ販売の専門会社を分社するものであります。 

 

（２）会社分割の概要 

 ＫＮＴおよびＫＮＴ個人を分割会社とし、２つの地域旅行会社と１つの専門会社を承継会社とする分割型吸収

分割であります。 

①分割会社の概要 

商 号 

株式会社近畿日本ツーリスト 

コーポレートビジネス 

（平成30年４月１日付で近畿日本 

ツーリスト株式会社より商号変更） 

（以下「ＫＮＴコーポレートビジネス」） 

近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社 

（以下「ＫＮＴ個人」） 

本 店 所 在 地 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 

事 業 内 容 旅行業 旅行業 

資 本 金 100百万円 100百万円 

設 立 年 月 日 平成24年９月３日 平成24年９月３日 

発 行 済 株 式 数 6,000株 12,000株 

株主および持株比率 当社 100％ 当社 100％ 

②承継会社の概要 

商 号 

株式会社近畿日本 

ツーリスト首都圏 

（以下「KNT首都圏」） 

株式会社近畿日本 

ツーリスト関東 

（以下「KNT関東」） 

株式会社ＫＮＴ－ＣＴ 

ウエブトラベル 

（以下「KNTCTWeb」） 

本 店 所 在 地 
東京都千代田区東神田 

一丁目７番８号 

東京都千代田区東神田 

一丁目７番８号 

東京都千代田区東神田 

一丁目７番８号 

事 業 内 容 旅行業 旅行業 旅行業 

資 本 金 お よ び 

資 本 準 備 金 

資本金   100百万円 

資本準備金 100百万円 

資本金   100百万円 

資本準備金 100百万円 

資本金   100百万円 

資本準備金 100百万円 

設 立 年 月 日 平成29年11月１日 平成29年11月１日 平成29年11月１日 

発 行 済 株 式 数 4,000株 4,000株 4,000株 

株主および持株比率 当社 100％ 当社 100％ 当社 100％ 
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③分割会社から承継会社に承継する事業 

 
承継会社 

KNT首都圏 KNT関東 KNTCTWeb 

分

割

会

社 

ＫＮＴコーポレート 

ビジネス 

首都圏における団体旅行事業 

（東京地区におけるＭＩＣＥ

等の旅行事業を除く。） 

関東地区における 

団体旅行事業 
― 

ＫＮＴ個人 

首都圏における個人旅行事業 

（添乗員付ツアーの一部の造

成事業を除く。） 

関東地区における 

個人旅行事業 

Webを通じた旅行の 

販売事業 

（注）首都圏：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県および静岡県の一部 

   関東地区：茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、山梨県および長野県 

 

（３）実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配

下の取引として処理いたします。 

 

２．連結子会社との会社分割（簡易吸収分割） 

 当社は、平成29年10月26日開催の取締役会において、ＫＮＴコーポレートビジネスおよびＫＮＴ個人を分割会

社、当社を承継会社とする会社分割（簡易吸収分割）を行うことを決議し、平成30年４月１日付で実施いたしま

した。 

 

（１）会社分割の目的 

 上記「1. 子会社の設立および連結子会社間の会社分割（吸収分割）等」に記載のとおり、当社は事業構造改

革の一環として、ＫＮＴコーポレートビジネスおよびＫＮＴ個人を首都圏および関東地区の地域旅行会社等に再

編いたしますが、ＫＮＴコーポレートビジネスおよびＫＮＴ個人は、従来宿泊機関、交通機関等外部の機関に対

する当社グループ各社の債権・債務を集約し、精算する業務を担ってまいりました。本会社分割は、平成30年４

月以降この業務を当社が担うため、両社の資産・負債のうち、グループ各社に関わるものを当社に集約するもの

であります。 

 

（２）会社分割の概要 

①分割期日 

 平成30年４月１日 

②分割方式 

 ＫＮＴコーポレートビジネスおよびＫＮＴ個人を分割会社とし、当社を承継会社とする分割型吸収分割であり

ます。 

③分割に係る割当の内容 

 本会社分割は当社と完全子会社間で行われるため、本会社分割に際して、株式の割当その他の対価の交付は行

われません。 

④分割会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当する事項はありません。 

⑤分割による資本金の増減 

 本会社分割による分割当事会社の資本金の増減はありません。 

⑥承継会社が承継する権利義務 

 ＫＮＴコーポレートビジネスおよびＫＮＴ個人がグループ各社から集約している、グループ外の会社等に対す

る債権、債務ならびにグループ会社に対する債権、債務他 
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（３）分割当事会社の概要 

①分割会社 

商 号 
株式会社近畿日本ツーリスト 

コーポレートビジネス 
近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社 

本 店 所 在 地 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 

事 業 内 容 旅行業 旅行業 

資 本 金 100百万円 100百万円 

設 立 年 月 日 平成24年９月３日 平成24年９月３日 

発 行 済 株 式 数 6,000株 12,000株 

株主および持株比率 当社 100％ 当社 100％ 

直前事業年度の財政状態（平成30年３月期） 

純 資 産 2,250百万円 1,632百万円 

総 資 産 38,984百万円 10,495百万円 

②承継会社 

商 号 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社 

本 店 所 在 地 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 

事 業 内 容 グループ会社の経営戦略・経営管理 

資 本 金 8,041百万円 

設 立 年 月 日 昭和22年５月26日 

発 行 済 株 式 数 27,331,013株 

直前事業年度の財政状態（連結、平成30年３月期） 

純 資 産 25,304百万円 

総 資 産 130,416百万円 

 

（４）実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配

下の取引として処理いたします。 

 

３．連結子会社間の合併 

 当社は、平成29年10月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるクラブツーリズム株式会社（以

下「ＣＴ」）とＫＮＴ個人の合併を行うことを決議し、平成30年４月１日付で実施いたしました。 

（１）合併期日 

 平成30年４月１日 

（２）合併の目的 

 会社分割後にＫＮＴ個人に残る添乗員付ツアー造成事業をＣＴに承継することを目的とするものであります。 

（３）合併の方式 

 ＫＮＴ個人を消滅会社、ＣＴを存続会社とする吸収合併であります。 

（４）合併に伴う株式の割当等 

 本合併は当社の完全子会社間で行われるため、本合併に際して株式の割当その他の対価の交付は行いません。 

（５）合併により増加する資本金 

 本合併によるＣＴの資本金の増加はありません。 
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（６）合併当事会社の概要 

  合併存続会社 合併消滅会社 

商 号 クラブツーリズム株式会社 近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社 

本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿六丁目３番１号 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 

事 業 内 容 旅行業 旅行業 

資 本 金 100百万円 100百万円 

設 立 年 月 日 平成５年７月１日 平成24年９月３日 

発 行 済 株 式 数 18,900株 12,000株 

株主および持株比率 当社 100％ 当社 100％ 

（７）実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配

下の取引として処理いたします。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 ― ― ─ ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ─ ―

１年以内に返済予定のリース債務 12 19 ─ ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
― ― ─ ―

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
51 57 ─ 平成31年～平成35年

その他有利子負債 ― ― ─ ―

合計 64 76 ─ ―

 （注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 18 16 12 8

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の

規定により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 101,811 208,928 318,060 405,172

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
913 2,638 4,130 2,877

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益金額

（百万円）

365 1,597 2,528 1,412

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
13.37 58.48 92.54 51.71

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。当連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

13.37 45.11 34.06 △40.83

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。当連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額を算定して

おります。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,960 4,989 

預け金 ※１ 42,040 ※１ 34,710 

営業未収金 ※１ 622 ※１ 416 

貯蔵品 35 26 

前払費用 155 173 

関係会社未収入金 794 872 

関係会社立替金 3,102 2,654 

繰延税金資産 1,321 1,110 

関係会社短期貸付金 － 2,505 

その他 ※１ 597 ※１ 628 

貸倒引当金 － △1 

流動資産合計 54,628 48,086 

固定資産    

有形固定資産    

建物 10 18 

工具、器具及び備品 66 270 

建設仮勘定 130 － 

有形固定資産合計 207 288 

無形固定資産    

ソフトウエア 948 1,602 

ソフトウエア仮勘定 360 143 

無形固定資産合計 1,309 1,745 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,561 4,825 

関係会社株式 16,705 18,018 

関係会社長期貸付金 5 － 

繰延税金資産 280 28 

その他 381 612 

貸倒引当金 △6 － 

投資損失引当金 △3 － 

投資その他の資産合計 21,924 23,484 

固定資産合計 23,441 25,518 

資産合計 78,070 73,605 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

関係会社短期借入金 39,970 35,650 

未払金 ※１ 1,418 ※１ 1,918 

未払費用 ※１ 32 ※１ 35 

未払法人税等 58 33 

前受金 53 50 

賞与引当金 65 52 

旅行券等 17,745 16,928 

その他 37 9 

流動負債合計 59,380 54,679 

固定負債    

旅行券等引換引当金 1,121 1,041 

その他 184 ※１ 152 

固定負債合計 1,305 1,193 

負債合計 60,685 55,873 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,041 8,041 

資本剰余金    

資本準備金 7,957 7,957 

その他資本剰余金 1,560 1,560 

資本剰余金合計 9,517 9,517 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △1,632 △1,476 

利益剰余金合計 △1,632 △1,476 

自己株式 △8 △10 

株主資本合計 15,918 16,071 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 1,465 1,660 

評価・換算差額等合計 1,465 1,660 

純資産合計 17,384 17,731 

負債純資産合計 78,070 73,605 
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②【損益計算書】
 

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 ※１ 8,879 ※１ 8,181 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 7,095 ※１,※２ 6,503 

営業利益 1,784 1,678 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ※１ 234 ※１ 225 

雑収入 ※１ 10 ※１ 4 

営業外収益合計 244 229 

営業外費用    

支払利息 ※１ 197 ※１ 200 

雑損失 7 9 

営業外費用合計 204 209 

経常利益 1,823 1,698 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 19 

投資損失引当金戻入額 47 － 

特別利益合計 47 19 

特別損失    

関係会社株式評価損 ※３ 1,752 ※３ 1,158 

事業構造改革関連費用 － ※４ 427 

減損損失 2,382 － 

関係会社債権放棄損 － 20 

固定資産除却損 35 18 

関係会社整理損 － 14 

投資有価証券評価損 36 － 

特別損失合計 4,206 1,639 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,336 77 

法人税、住民税及び事業税 △51 △455 

法人税等調整額 △213 377 

法人税等合計 △265 △78 

当期純利益又は当期純損失（△） △2,070 156 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計   
資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 
  

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 7,918 7,833 1,560 9,394 438 438 △7 17,743 

当期変動額                 

新株の発行 
（新株予約権の行使） 

123 123   123       246 

当期純損失（△）         △2,070 △2,070   △2,070 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 123 123 － 123 △2,070 △2,070 △0 △1,825 

当期末残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △1,632 △1,632 △8 15,918 

 

       

  評価・換算差額等 
純資産合計 

  
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

当期首残高 1,346 1,346 19,089 

当期変動額       

新株の発行 
（新株予約権の行使）     246 

当期純損失（△）     △2,070 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

119 119 119 

当期変動額合計 119 119 △1,705 

当期末残高 1,465 1,465 17,384 
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当事業年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計   

資本準備金 
その他資本

剰余金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 
  

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △1,632 △1,632 △8 15,918 

当期変動額                 

当期純利益         156 156   156 

自己株式の取得             △2 △2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － 156 156 △2 153 

当期末残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △1,476 △1,476 △10 16,071 

 

       

  評価・換算差額等 
純資産合計 

  
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

当期首残高 1,465 1,465 17,384 

当期変動額       

当期純利益     156 

自己株式の取得     △2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 194 194 194 

当期変動額合計 194 194 347 

当期末残高 1,660 1,660 17,731 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

 ①子会社株式及び関連会社株式

   総平均法による原価法により評価しております。

 ②その他有価証券

  時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

           なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

           により算定しております。

  時価のないもの……総平均法による原価法により評価しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 主として定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は財務内

容評価法で計上しております。なお、一般債権については貸倒実績がないため、引当金は設定しておりま

せん。

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を計上してお

ります。 

(3）旅行券等引換引当金

 当社が発行している旅行券等の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対する将来の使用

に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。

 

４．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

  税抜方式によっております。

(2）連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。 
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（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く） 

 
前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当事業年度 

（平成30年３月31日） 

短期金銭債権 42,783百万円 35,252百万円

短期金銭債務 1,325 1,664

長期金銭債務 － 0

 

 ２．下記会社に対する金融機関等の保証に対し、保証書を差し入れしております。

 
前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当事業年度 

（平成30年３月31日） 

近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社 217百万円 159百万円

株式会社近畿日本ツーリスト関西 － 20

（注）近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社は平成30年４月１日付にてクラブツーリズム株式会社を存続会社、近畿日本

ツーリスト個人旅行株式会社を消滅会社とする吸収合併を実施しております。

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

前事業年度 
（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日） 

営業取引による取引高      

売上高 8,604百万円   7,896百万円

販売費及び一般管理費 2,454   2,331

営業取引以外の取引による取引高 1,193   944

 

※２．販売費に属する費用の割合は前事業年度、当事業年度ともに０％、一般管理費に属する費用の割合は前

事業年度、当事業年度ともに100％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度 
（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日） 

給料及び手当 1,070百万円   945百万円

賞与引当金繰入額 65   52 

退職給付費用 66   45 

システム経費 2,403   2,409 

業務委託費 818   936 

減価償却費 1,187   591 

貸倒引当金繰入額 △0   △1

旅行券等引換引当金繰入額 179   155 

 

※３．関係会社株式評価損は、子会社の株式に対して減損処理を行ったものであります。 

 

※４．事業構造改革関連費用に係る内容は、次のとおりであります。 

当事業年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

当社グループの事業構造改革に伴い発生した事務所移転費用、看板工事代などを計上しております。

 

（有価証券関係）

 子会社株式および関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式17,969百万円、関連会社株式49

百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式16,656百万円、関連会社株式49百万円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産     

関係会社株式 3,401百万円   3,729百万円 

投資損失引当金 0   － 

減価償却超過額 731   528

未引換旅行券等 2,973   2,899

旅行券等引換引当金 343   318

繰越欠損金 769   656

その他 61   48

繰延税金資産小計 8,281   8,181

評価性引当額 △6,032   △6,309

繰延税金資産合計 2,249   1,871

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 646   732

繰延税金負債合計 646   732

繰延税金資産の純額 1,602   1,139

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率 －％   30.9％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 －   103.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －   △815.0

住民税均等割 －   9.6

評価性引当額の増減 －   524.7

特定外国子会社留保金課税 －   41.0

その他 －   4.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －   △100.4

（注）前事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

連結財務諸表の注記事項（重要な後発事象）をご参照ください。 
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
  

区分 資産の種類 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 
（注） 

当期減少額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

減価償却 
累計額 

（百万円） 

有形固定資産 建物 10 18 9 1 18 0

  工具、器具及び備品 66 315 5 105 270 411

  建設仮勘定 130 ― 130 ― ― ―

  計 207 333 145 106 288 412

無形固定資産 ソフトウエア 948 1,152 14 484 1,602 5,943 

  ソフトウエア仮勘定 360 143 360 ― 143 ― 

  計 1,309 1,296 374 484 1,745 5,943 

 （注）重要な増加の内訳は次のとおりであります。

器具備品

国内基幹系システムの機器                          130百万円

ＡＣＴ発券機                                146百万円

ソフトウエア

国内基幹系システムの更新                          345百万円

団体旅行事業基幹システムの更新                       266百万円

訪日旅行者向けオンラインサイトの構築                    170百万円 

インターネット国内ツアー予約システムの更新                 165百万円 

ソフトウエア仮勘定 

新商事システムの構築                             87百万円 

訪日旅行者向けオンラインサイトの構築                     29百万円 

 

【引当金明細表】
  

科目 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 6 1 5 1

投資損失引当金 3 ― 3 ―

賞与引当金 65 52 65 52

旅行券等引換引当金 1,121 155 235 1,041

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として株式取扱規程で定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。

ただし、電子公告によることができない場合は日本経済新聞に掲載して行いま

す。

株主に対する特典
毎年３月31日および９月30日現在の100株以上の株主に対し、「メイト」「ホ

リデイ」「クラブツーリズムの旅」の各企画旅行商品の割引優待券を２枚贈呈

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第80期）（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）平成29年６月20日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月20日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第81期第１四半期）（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）平成29年８月９日関東財務局長に提出

（第81期第２四半期）（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日）平成29年11月10日関東財務局長に提出

（第81期第３四半期）（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日）平成30年２月９日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書 

平成29年６月22日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書であります。

平成29年10月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第７号（特定子会社の異動及び吸収合併の決定）の

規定に基づく臨時報告書であります。

 

- 83 -

2018/06/14 20:28:12／17328718_ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社_有価証券報告書（通常方式）



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

    平成30年６月20日

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社    

取締役会 御中    

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 宮 木  直 哉  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 松 本   浩   印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 桑 本  義 孝  印 

 

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。 

 

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＫＮ

Ｔ－ＣＴホールディングス株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＫＮＴ－ＣＴホールディング

ス株式会社の平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

 

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書 

 

    平成30年６月20日

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社    

取締役会 御中    
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 宮 木  直 哉  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 松 本   浩   印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 桑 本  義 孝  印 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第81期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。 
 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＫＮＴ－

ＣＴホールディングス株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年６月20日 

【会社名】 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社 

【英訳名】 KNT-CT Holdings Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  丸山 隆司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区東神田一丁目７番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

代表取締役社長丸山隆司は、当社の財務報告に係る内部統制の整備および運用に責任を有しており、企業会計審

議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統

制を整備および運用しております。

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成30年３月31日を基準日として行われており、評

価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を

行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価にお

いては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、

当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いまし

た。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社ならびに連結子会社および持分法適用関連会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性は、金額的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社および連結子会社14社を対象として行った全社

的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、連

結子会社22社および持分法適用関連会社２社については、金額的および質的重要性の観点から僅少であると判断し、

全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、当連結会計年度の連結売上高（連結会社間取引消去前）の

３分の２を上回る近畿日本ツーリスト株式会社、近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社、クラブツーリズム株式会社

の３社を「重要な事業拠点」に選定いたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業グループの事業目的に

大きく関わる勘定科目として売上高、営業未収金、未渡クーポンおよび旅行前払金に至る業務プロセスを評価の対象

といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重

要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやその他重要な業務プロ

セスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。

 

３【評価結果に関する事項】

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。

 

４【付記事項】

 該当事項はありません。 

 

５【特記事項】

 該当事項はありません。 
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年６月20日

【会社名】 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社

【英訳名】 KNT-CT Holdings Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  丸山 隆司

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区東神田一丁目７番８号

 

【縦覧に供する場所】

 

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長丸山隆司は、当社の第81期（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）の有価証券報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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